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環境農林水産に関する
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平成２１年６月
大阪府
平成２２年度環境農林水産に関する国の施策に関する提案・要望

　日頃から、大阪府環境農林水産行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、大阪の農林水産業においては、府民に豊かで安全・安心な食を提供するため、「大阪府新農林水産業振興ビジョン」を策定し、「府民とともにめざす豊かな食とみどりの創造」を基本目標に、地産地消や遊休農地の解消など様々な取組みを進めています。

また、大阪の環境は、自動車による大気汚染や河川等の水質汚濁、廃棄物の不適正処理といった従来からの課題に加え、地球温暖化やヒートアイランドなど、多様化、複雑化しています。このような状況の中「大阪21世紀の環境総合計画」を基軸に、循環型社会を目指した魅力ある環境都市をめざし、市町村や地域と連携し、様々な取組みを進めています。
　平成２２年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
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１．ＰＣＢ廃棄物の適正かつ確実な処理の推進
府域のＰＣＢ廃棄物の処理については、平成18年10月から日本環境安全事業㈱大阪ＰＣＢ廃棄物処理施設において高圧トランス・コンデンサ等の広域処理が開始されたところであるが、同施設での処理対象となっていないＰＣＢ廃棄物を含め、法に定める期間内に適正に処理するため、以下の対策を講じられたい。

　・ＰＣＢを含む低圧機器等ＰＣＢ汚染物について、日本環境安全事業㈱を活用して拠点的広域処理施設を早急に整備し、処理体制を確立されたい。

・微量ＰＣＢ混入廃電気機器等についても、早急に処理体制を確立されたい。

２．都市化の進む地域の実態に応じた農用地除外・農地転用基準の厳格化および農業会議･農業委員会の機能強化並びに農地の保全・活用支援制度の拡充

都市化の進んだ地域において農地を適正に確保するため、農地法及び農業振興地域の整備に関する法律の改正に伴う農地転用許可および農用地除外基準の運用の厳格化を図られたい。
また、改正農地法及び国からの権限委譲に的確に対応するには農業会議および農業委員会の機能強化が必要である。今後増大する法令業務について、両機関への国の支援を拡充するとともに、昨年5月の地方分権改革推進委員会の第1次勧告で示された農地に関する事項について、必要な財源の移譲とともに実施されたい。

さらに、都市部における貴重な農地の有効利用を徹底するため、相続税納税猶予の対象を市街化区域内農地および市民農園開設のための貸付農地に、耕作放棄地等再生利用緊急対策交付金の対象を農振農用地区域以外の農地にそれぞれ拡大するとともに、認定農業者(小規模農業者を含む）の経営改善計画実現に重点を置いた次期経営構造対策を構築するなど支援制度の拡充を図られたい。

３．地籍調査事業の推進
地籍調査の測量作業に新技術を活用することにより、作業の迅速化・コスト削減による地籍調査費の縮減や、同額予算での調査面積の拡大が可能となるため、山林部における「測量新技術」を活用した地籍調査制度の拡充を図られたい。

４．動物由来感染症の確定診断権限の設定
高病原性鳥インフルエンザについては、昨年、４月に隣国の韓国で発生が見られ、瞬く間に韓国全土にまん延した。また、我が国では、昨年は、野鳥からウイルスが検出され、本年には、愛知県のウズラで大規模な発生があった。今後、渡り鳥を介してなど、日本全土にまん延するリスクが非常に増大している。

まん延防止や風評被害防止のためには、早期の確定診断が重要であるため、確定診断機関を現状の（独）農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所だけでなく、西日本にも設置することが必要である。

大阪府では、平成２２年４月の供用開始を目途に、家畜保健衛生所を関西国際空港近辺のりんくうタウンへ移転した大阪府立大学獣医学科・獣医学専攻（平成２１年４月１日開学）に隣接して整備し、大学との緊密な連携により、動物由来感染症の検査・診断機能の充実・強化を図る計画である。

高病原性鳥インフルエンザ等の動物由来感染症の拡大を未然に防止するため、西日本の拠点として、獣医学科のある大阪府立大学へ確定診断の権限を設定していただきたい。
































































